
第２章

台湾携帯電話端末産業の発展基盤

――受託生産を通じた企業成長の可能性と限界――

川上　桃子

はじめに�

　１９９０年代の台湾では，パーソナル・コンピュータ（以下「��」と略記）製

造業が飛躍的な成長を遂げた。なかでもノート��の生産は，アメリカ・日本

企業等からの受託生産の増加を受けて急速な拡大を遂げ，１９９５～２０００年の間

の生産額の年平均成長率は約３７％（１）に達した。２０００年の台湾企業による

ノート��の出荷量（海外生産分も含む）の対世界シェアは５３％にのぼり，う

ち９４％が台湾での生産であった（中華民國八十九年資訊工業年鑑編纂小組［２００１］，

原データは（財）資訊工業策進會市場情報中心［���］）。しかし，２００１年以降，

上位のノート��メーカーが生産ラインの対中移転を開始すると，同製品の生

産の舞台は華東地域へと移り，台湾からのノート��の出荷額は一転して急速

な減少へと転じた（２）。１９９０年代後半の台湾経済のリーディングセクターで

あったノート��製造業は，��機器製造業のめまぐるしい変化を象徴するよう

に，その主な生産の舞台を中国へと移したのである。

　この空白を埋め合わせるように２０００年以降の台湾で勃興したセクターのひ

とつに，携帯電話端末産業がある。携帯電話端末の生産額は，２０００年にはわ

ずか１４２億元にすぎなかったが，２００５年には台湾でのノート��生産額（８４９億

元）を上回る１０９５億元にまで拡大した。



　本章の目的は，台湾携帯電話端末産業の急速な興隆の過程を，これを可能

にした企業レベルの資源の獲得・形成のメカニズムに注目しながら分析する

ことにある。分析にあたっては，以下の２点に注目する。第１に，携帯電話

端末産業に先立って発展を遂げた��産業との連続性と非連続性に注目する。

２０００年以降の端末生産の拡大は，その担い手のなかにノート��の製造から参

入した企業が多数含まれている点で，��産業の発展を重要な基盤として実現

した。他方で携帯電話端末は，ネットワーク財としての性格を有し，��産業

に比べて中核��チップや基本ソフトウェア（��）の規格が複雑であるなど，��

とは異なる特質をもつ。本章では，台湾の携帯電話端末産業の急速な発展と，

これを可能にした企業レベルの資源の形成過程を，��産業との連続性と非連

続性に注目して検討する。第２に，日本，韓国，中国等の発展パターンと比

較した際の台湾携帯電話端末産業の際だった特徴であり，同産業が台湾の��

産業から受け継いだ事業モデルである受託生産への深い依存に注目する。事

例分析を通じて，受託生産を通じた企業成長の可能性と限界を検討したい。

　本章の構成は以下のとおりである。第１節では，台湾携帯電話端末産業の

発展過程を整理する。第２節では，同産業の発展を支えた企業レベルの資源

の獲得・形成のメカニズムを，��産業からの資源の継承や人材の企業間移動

を通じた技術・知識の拡散，受託生産を通じた資源の獲得・形成に注目して

検討する。第３節では，受託生産を通じた企業成長の限界を指摘し，その打

破を試みる企業の事例を検討する。むすびにおいて本章の議論をまとめる。

第１節　台湾携帯電話端末産業の発展過程――２０００年以降の参

入ラッシュを中心に

　本節では台湾の携帯電話端末産業の発展過程を整理する。とくに，２０００年

以降，台湾の代表的な��機器製造企業が次々と端末生産に参入した過程に注

目し，その背景を分析する。あわせて，同産業の出荷形態や市場構成等のデー

��



タを検討し，その特徴を整理する。

　１．産業の沿革

　台湾の携帯電話端末産業の起点は，明基電通（３）（旧・明碁電脳，����）が

端末の開発を開始した１９９４年頃にさかのぼる（４）。同社は１９９７年に，台湾企業

として初めて���端末の製造を開始した。１９９８年には，無線電話を製造して

いた大覇電子（�����）と致福（���）が携帯電話端末の製造を開始した（黄

金瑞［２００１��３４］）。

　台湾の携帯電話端末産業が急速な成長を開始したのは，２０００年以降のこと

である。表１からわかるように，この年，同産業では参入ラッシュが生じた。

世界的なノート��の受託生産企業である廣達電脳（���������	
����），仁寶

電脳工業（���������	
���
�
�），英業達（��������），華宇電脳（���������	
���）

が，子会社の設立や社内での端末部門の新設，既存企業への出資により，いっ

せいに携帯電話端末の生産を開始したのである。２００１～２００４年にかけても活

発な参入は続いた。この時期に参入した企業として，���樹脂・���液晶パ

ネル製造の奇美グループ，コネクタ製造から世界有数の���企業に成長した

鴻海精密工業（����������	
��������
�），���（携帯情報端末）からスマートフォン

の製造に転じて成功をおさめた宏達國際電子（����������	
��
���），ノート

��およびマザーボード製造大手の華碩電脳（���������	
�����），デスクトッ

プ��大手の神達電脳（���������	
��������），宏碁電脳（エイサー）から分離独立し

た��受託生産の緯創資通（�������），マザーボード製造の技嘉科技（��������	

���������	）等がある。また，��チップ設計大手の聯發科技（��������）や

華碩電脳の出資によって，達智科技（��������	
���
���），兆碩通訊（��������	

���������	���
）等，端末の開発・設計事業を中核に据える企業も成立した。

　この活発な企業参入のプロセスを経て，台湾には現在１０数社の端末メー

カーが存在するが，産業の急速な成長と並行して，上位企業への生産の集中

化が進んでいる。各社のグローバルな生産台数を正確に把握することは容易
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��

携帯電話端末

生産開始年
会社名 創業年

現在の主な携帯

端末事業形態

1997

1998

1998

1999

2000

2000

2000

2000

2001

2002

2003

2003

2003

2004

2004

2004

2002

2003

1984

1979

1979

1999

1999

1988

1984

2000

2001

1997

1982

1996

2002

2004

2004

2004

1974

1990

自社ブランド

自社ブランド

－

受託生産

受託生産

受託生産

－

自社ブランドお

よび受託生産

受託生産

受託生産,一部自

社ブランド

受託生産,一部自

社ブランド

受託生産

端末開発・設計

（生産）

端末開発・設計

（生産）

端末開発・設計

受託生産，一部

自社ブランド

EMS（組立受託）

自社ブランド

明基電通（BenQ Corp.）

大覇電子（Dbtel Inc.）

致福（GVC Corp.）, その後, 光寶科技（Lite-On

Technology Corp.）に統合

華寶通訊（Compal Communications Inc.）

華冠通訊（Arima Communications Corp.）

廣達電脳（Quanta Computer Inc.）

仁寶電脳工業（Compal Electronics, Inc.）

英華達（Inventec Appliances Corp.）

奇美通訊（Chi Mei Communication Systems 

Inc.）

宏達國際電子（High Tech Computer Corp.）

神達電脳（Mitac International Corp.）

　碁科技（Wistron NeWeb Corp.）

達智科技（Darts Technologies Corp.）

兆碩通訊（ASmobile Communication Inc.）

研傳通訊（Xcute Mobile Corp.）

集嘉通訊（Gigabyte Communications Inc.）

鴻海精密工業（Hon Hai Precision Ind. Co., Ltd）

華碩電脳（Asustek Computer Inc.）

（出所）秦ほか［2004: 46］表3-1，各社年報およびウェブサイト，『經濟日報』等より作成。

        端末生産開始年等の記述については資料により違いがある。

表１　携帯電話端末
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バックグラウンド

PC周辺機器生産から端末等の生産へ多角化。

ファックス機，無線電話等の生産から端末生産へ参入。受託生産から自社ブランド中心

へと転じたが，2005年に中国事業からの撤退を決定。

モデム・マザーボード製造から端末生産に参入。その後，2002年に致福が光寶科技に統

合されたことに伴い端末事業も同社に継承されたが，光寶科技は2005年に端末生産から

撤退した。

華山通訊として成立。翌年，ノートPC製造・仁寶電脳工業の出資を受け，社名も変更。

ノートPC製造・華宇電脳の子会社として成立。

世界最大のノートPC受託生産企業。一時期，自社ブランドの携帯端末を製造したが，現

在は受託生産を行う。

世界第二位のノートPC受託生産企業。2006年に同じく仁寶電脳が出資する華寶通訊に端

末事業を統合した。

ノートPC製造・英業達のPDA製造工場を分離・独立して設立。携帯電話端末のほか，

PDAやMP3プレイヤー等も生産する。

プラスチック，LCD製造の奇美グループが設立。2005年に鴻海精密工業傘下の富士康國

際（FIH）が株式の過半数を取得。

PDA生産からスマートフォンへ展開。

デスクトップPC等の生産からスマートフォン生産へ参入。

エイサーから分離独立して成立したノートPC受託生産大手の緯創資通傘下の無線通信関

連製品メーカー。

IC設計大手・聯發科技等の出資により成立。その後，コネクタ・電子部品製造大手の正

　精密工業の傘下に入る。

華碩電脳の子会社として成立。主なメンバーは廣達電脳出身。

明基電通の出身者が中心となり設立。

マザーボード製造大手・技嘉科技の子会社。

世界的なEMS業務・電子部品製造企業。携帯端末部門の富士康國際（FIH）は香港で上場。

マザーボード，ノートPC製造大手。

産業への参入過程



ではないが，台湾の同産業の主要なプレイヤーとしては，２００５年にシーメン

ス（�������）の端末事業を買収し注目を集めた明基電通，ともに受託生産専

門企業として急速な成長を遂げている華寶通訊（������������	
���
�	
）と

華冠通訊（����������	
������

）（５），中国等で端末のモジュール生産とシス

テム組立を大規模に展開する富士康國際（�����������	
�������
���
�����）（６）の

親会社である鴻海精密等が存在感を高めている。

　企業数の増加と上位メーカーの生産量の増大を受けて，台湾の携帯電話端

末の生産はめざましい拡大を遂げた。図１は，１９９５年以降の台湾における携

帯電話端末の出荷額・輸出額の推移を示したものである。ここから，端末の

出荷額が２０００年以降に飛躍的に拡大したこと，２０００年代の端末の輸出比率が

８～９割と高水準で推移してきたことがみてとれる。さらに，台湾内での生

産拡大と並行して，メーカー各社は中国への投資を活発に行っており，生産

拠点の対中シフトが急ピッチで進展している。２００５年第１四半期には，台湾

企業による出荷台数の６５％が中国で生産された。図１に掲げた出荷額は台湾

��

図１　台湾の携帯電話端末出荷額・輸出額の推移
（100万元）

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

出荷額

輸出額

（出所）經濟部經濟統計資訊網路査詢系統「工業生産統計資訊」よりダウンロード，2006年７月３

日アクセス，作成。
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内のみの数値であり，海外の生産拠点を含めた台湾企業のグローバルな出荷

額はこれを大きく上回ることに注意する必要がある。

　２．２０００年以降の参入ラッシュの背景

　以上でみたように，台湾では，２０００年代に入ってからのわずか数年のあい

だに携帯電話端末産業が急速に立ち上がった。この産業興隆の原動力となっ

た参入ラッシュの背景として，以下の３点をあげることができる。

　第１に，台湾内外におけるビジネスチャンスの拡大である。台湾における

端末市場の立ち上がりは比較的遅く，移動通信サービスの普及は，従来政府

が独占的に運営していた通信事業において規制緩和が行われ，民間企業が参

入を開始した１９９０年代末になってようやく本格化した。移動通信市場はいっ

たん成長を始めるやいなや爆発的に拡大した。携帯電話の普及率（７）は，１９９７

年の７％から２０００年に８０％，２００３年には１１４％に上昇した（交通部統計處『中

華民國交通統計月報』各月版）。この市場の多くは，ノキア（�����），モトロー

ラ（��������）等の国際ブランドの端末によって占められることとなったが（８），

市場の広がりは地場企業にも新たな商機をもたらした。さらに重要な点とし

て，２０００年代初頭以降，海外での事業機会が拡大したことが挙げられる。ま

ず，中国の携帯電話端末市場の急速な拡大により，中国企業向けの製品・半

製品の生産が拡大した（本書第３章を参照）。さらに，モトローラ，ソニー・

エリクソン（��������	

�������
���������	�����
），���，松下電器等の大手

企業が，中国をはじめとするアジアや南米等の新興市場における端末需要の

著しい成長に注目し，発展途上国向けに多様な低価格機種を投入する方針を

打ち出した。これらの国際ブランド企業（９）は，製品ラインナップの拡充と製

造コストの低減を目的に，���企業や台湾系企業への生産委託を増やした。

この動きが，台湾��機器メーカーの携帯電話端末生産への参入を誘発した。

　第２に，参入者側の動機要因として，台湾の��機器メーカーの製品多角化

への取り組みが指摘できる。２０００年に端末の製造を開始した廣達電脳，仁寶
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電脳工業，英業達，華宇電脳等は，いずれも１９９０年代後半にコンパック

（������������	
�），��（����������	
���）（１０），デル（����）等のアメリカ企

業や���，ソニー等の日本企業との取引の拡大を通じて急速な成長を遂げた

ノート��受託生産専業企業の代表格である。これらのメーカーは共通して，

ノート��の受託生産に事業のターゲットを絞り，顧客である米・日企業の黒

子に徹してサービスを提供する姿勢を明確に打ち出し，世界のノート��生産

における傑出した地位を築いた。図２（１）（２）は，ノート��受託生産から

端末製造に参入した上記４社の１９９６～２００５年の売上高と利益率（総資産利益率

［���］）の推移を示したものである。ここから，１９９０年代後半を通じてこれら

の上位の��受託生産企業の売上げが飛躍的に拡大したこと，その一方で収益

性が持続的に低下してきたことがみてとれる。ノート��製造企業は，急速な

成長を通じて蓄積した資金・人材・設備の効率的な利用をめざして，２０００年

頃から携帯電話端末等の新製品への多角化を開始した。

��

図２（1）　台湾の主要ノートPC受託製造企業の売上高の推移

（10億元）

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005年

廣達

仁寶

英業達

華宇

（出所）各社年報より作成。
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　第３に，２０００年代を通じて携帯電話端末の開発・製造の技術的な参入障壁

が低下した。とくに，モトローラのような強いチップ開発力をもつ通信機器

メーカーやテキサス・インスツルメンツ（���������	
����	�），インフィニオ

ン（�����������	
�������
），クアルコム（��������）等の半導体企業が，ベー

スバンドチップや��（無線部）といった中核チップ等を組み合わせたものを

「プラットフォーム」（１１）として提供するようになったことは，製品開発の難易

度を引き下げ（林佑宇［２００２��５０］），後発企業による携帯電話端末生産への参

入を後押しした。たとえばモトローラは，明基電通に新機種の生産委託を開

始するにあたって，チップセット，ソフトウェア，認証支援等の技術資源を

“�２５０��������”ソリューションとして提供した（高［２００２］）。

　２０００年以降の端末産業における参入ラッシュは，以上の諸要因があいまっ

て生起したものであった。
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図２（2）　台湾の主要ノートPC受託製造企業の利益率（ROA）の推移
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３．市場・出荷形態の変化

　次に，台湾携帯電話端末産業の特徴をデータに即して検討しよう。表２

（１）～（４）は，台湾の携帯電話端末産業の出荷形態（自社ブランド・受託生

産），顧客，出荷先地域，生産地の構成を掲げたものである。ここから次の点

がわかる。第１に，出荷形態については，自社ブランド比率が着実に上昇し

ているものの，���（���������	
���
	���
��������������発注元のブランド・設

計による委託生産）および���（���������	
��������
����
������発注元ブランド・

委託先設計による生産）といった受託生産が中心である（表２（１））。そのな

かで，���の比率が２０００年の６２％から２００５年第１四半期の８２％へと上昇して

いることが目をひく（１２）。生産が本格化して間もない２００２年初頭の段階で

���比率はすでに９１％に達していた。その後，自社ブランドによる出荷の拡

大とともに���の比率は低下しているが，依然として高水準である。

　第２に，顧客構成では，米・欧企業が中心である（表２（２））。なかでもモ

トローラとソニー・エリクソンの２社向けの比率が高い（秦ほか［２００４��５３］）。

なお，２００３年初頭の時点では，中国地場企業による活発な端末需要を反映し

て，中国企業向けの出荷が２５％を占めていた（１３）。しかしこの比率は，２００５年

初頭には４％にまで低下している。これは，中国地場企業の開発・生産能力

が向上し，台湾企業からの端末供給に対する依存度が低下したこと，２００４年

頃から中国内の端末在庫が増加して新規の発注が減少したこと，さらに後述

するように台湾企業の側でも主要な取引先を中国企業から欧米企業へと切り

替える動きが生じたこと，といった変化の複合的な帰結であると考えられる。

　第３に，出荷先地域については年ごとの変動が大きい（表２（３））。１９９９年

の時点では欧州向けが６８％と圧倒的であったが，２０００年以降は欧州と中国が

ともに重要な出荷先となっている。また，２００５年第１四半期には南米や東南

アジアも２０％を越えるシェアを占め，分散的な構成となっている。出荷先の

構成がこのように年ごとに大きく変動する背景には，台湾企業製の端末の最

終的な仕向地が，モトローラやソニー・エリクソンといった少数の大口顧客

��
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自社ブランド

OEM

ODM

合計

表２　台湾携帯電話端末産業の出荷・生産の構造
（1） 出荷形態の構成

2000

7.1

30.9

62.0

100.0

02Q1

100.0

6.5

2.3

91.2

03Q1

100.0

7.8

2.9

89.4

04Q1

100.0

18.7

3.0

78.4

05Q1

100.0

14.8

3.1

82.1

（注）台数ベースの統計。2002年以降のデータは四半期ベースで公表されている。

（出所）Advisory & Intelligence Service Program,　財團法人資訊工業策進會資訊市場情報中心，各
月号。ただし（1）（3）の2000年の数値は『資訊工業透析：資訊與網路』（財團法人資訊工業策

進會資訊市場情報中心）2001年1月。

台湾

中国

韓国

南米

計

（4）生産地の構成

02Q1

70.0

30.0

0.0

100.0

03Q1

66.4

30.7

2.9

100.0

04Q1

53.4

43.5

3.1

100.0

05Q1

29.6

64.7

4.5

1.3

100.0

自社ブランド

中国企業

日本・韓国企業

米・欧企業

その他

合計

（2）出荷先の顧客構成

2002Q1

6.5

13.3

2.3

73.3

4.6

100.0

03Q1

7.8

25.1

10.5

54.1

2.5

100.0

04Q1

18.7

8.6

12.6

55.7

4.4

100.0

05Q1

14.8

4.2

7.8

64.5

8.7

100.0

台湾

欧州

南米

北米

中国

東南アジア

その他

合計

（3） 出荷先の地域構成

1999

8.0

68.0

20.0

4.0

100.0

2000

9.2

45.1

0.0

3.3

33.3

9.0

0.1

100.0

02Q1

13.7

31.9

4.1

0.7

26.2

23.1

0.3

100.0

03Q1

7.2

25.4

3.2

0.2

52.3

9.9

1.8

100.0

04Q1

7.6

31.5

6.5

8.5

29.7

15.5

0.7

100.0

05Q1

5.6

27.3

21.5

1.1

20.8

23.2

0.5

100.0

（％）

（％）

（％）

（％）



の商品の調達・投入戦略によって大きく規定されており，その方針によって

年ごとに大きく変化するという事情があるのではないかと推測される。

　第４に，生産地の構成をみると，中国のシェアが着実に上昇している（表

２（４））。台湾の携帯電話端末メーカーが，成立から間もなくして中国での大

規模生産の立ち上げに成功したことが分かる。

　以上から，台湾の携帯電話端末産業の急速な成長が，欧米のブランド企業

を主な顧客とする受託生産取引の拡大によってもたらされたこと，これらの

欧米企業が，台湾企業から調達した端末を欧州，中国，南米等の新興市場に

投入していること，また台湾企業による生産の舞台は他の��機器同様，中国

に移っていることが明らかになった。

第２節　企業レベルの資源の獲得・形成メカニズム

　本節では，台湾携帯電話端末産業の興隆の背景を，企業レベルの資源の獲

得・形成のプロセスに即して分析する。はじめに，企業を資源の集合体とし

てとらえる視角を導入し，本章の分析視点を提示する（第１項）。続いて，携

帯電話端末の製造を開始するにあたって台湾企業が直面した困難を整理する

（第２項）。第３～第５項では，台湾企業が数多くの技術的な困難に直面しな

がらも，２０００年以降の数年のあいだに端末生産を立ち上げることができた背

景として，（１）��産業からの資源の継承，（２）人材の企業間移動を通じた

技術・知識の拡散，（３）受託生産を通じた資源の獲得・形成，という３つの

資源の獲得・形成のしくみをあげ，順に検討する。

　１．分析視点――企業の資源の獲得・形成への着目

　企業を管理組織のなかで組織的に利用される生産資源の集合体としてとら

え，企業によって資源から生産サービスを引き出すプロセスに違いがあるこ

��



と，この違いこそが企業の独自性の源泉であることを論じたのは，ペンロー

ズであった（�������［１９５９］）。ペンローズは企業の成長・多角化の過程を，

企業内部で未使用な状態にある生産的サービスや資源，知識の活用に動機づ

けられたものとしてとらえ，企業成長の理解に新たな視角を切り開いた。

　１９８０年代半ば以降，ペンローズ流の企業観の影響を受けながら競争戦略論

のなかから興隆した資源ベース論（����������	�
����
�����������������）は，資

源を「企業に半恒久的に結びつけられている有形ないし無形の資産（中略），た

とえばブランド，社内の技術知識，熟練人員の雇用，取引関係，機械，効率

的な手続き，資本等」（����������［１９８４��１７２］），「企業によってコントロール

され，企業の効率性と有効性を改善する戦略の立案・実行を可能とするすべ

ての資産，能力，組織過程，企業の属性，情報，知識等」（������［１９９１��１０１］）

と幅広くとらえたうえで，企業が保有する資源の特質の分析を通じて，企業

の競争優位やその持続可能性を考察する枠組みである（１４）。資源ベース論は，

資源の属性の分析を通じて企業の競争優位の持続メカニズムや多角化行動に

対して有効な分析視点を提供してきたが（１５），他方で，この系譜に連なる研究

の多くでは，ペンローズが企業成長の本質として重視した不均衡的なプロセ

スや，学習・知識創出のダイナミズムに対する関心が相対的に後退している

（����［１９９９］�軽部［２００３］）。軽部［２００６］は，資源・能力アプローチのさら

なる理論的展開をはかるためには，産業を構成するさまざまな企業の長期的

な相互連関を検討し，学習を通じた資源の利用・蓄積過程のダイナミクスを

明らかにする必要があることを説く。

　本章では，台湾携帯電話端末産業の興隆の背景を，これを可能にした企業

レベルでの資源の獲得・形成のしくみに焦点をあてて検討する。分析にあ

たっては，企業の学習，資源蓄積のしくみに着目し，先行する産業セクター

で蓄積された資源の活用や，人材の企業間移動を通じた後発企業による資源

の獲得，受託生産を通じた技術・ノウハウ等の資源の形成過程を考察する。こ

の視点のもとに，新たに携帯電話端末産業に参入した台湾企業が，いかなる

資源の獲得・蓄積の経路を経て，競争力のある端末メーカーとして興隆した
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のかを考察したい。

　

　２．携帯電話端末開発の技術的困難性

　企業レベルの資源形成のしくみを検討する前に，携帯電話端末生産への参

入にあたって各社が直面した技術的な困難について整理しておきたい。前節

でみたように，２０００年以降の台湾では，��関連メーカーが端末製造に新たに

多角化参入した。とくにノート��の受託生産企業は，２０００年の参入ラッシュ

の主役となったのみならず，華寶通訊，華冠通訊等の上位の端末受託生産企

業の設立主体ともなった点で重要な役割を果たした（表１）。しかし，��と携

帯電話端末の製品特性には大きな違いがある。企業へのヒアリングや各種資

料を総合すると，台湾企業が直面した両製品間の違いは，製造面よりも開発

面において，より顕著なものであったようである。

　��産業では，「ウィンテリズム」（���������	�
�����［１９９７］��������［２０００］）

の成立とモジュール化の進展とともに，製品の差別化の余地が狭まり，開発

過程の標準化が進んで，設計作業の複雑さが低下した。これに対して，携帯

電話端末の開発の技術的な複雑度・難易度は高い（１６）。具体的な困難として，

以下の点が挙げられる。第１に，端末開発では，通信に関わるアナログ技術

の蓄積が必要である。たとえば，ベースバンドチップと��のインテグレー

ションを行うにあたっては，アナログ・デジタル技術の統合に関する知識が

必要となる。しかし，アナログ技術は，台湾企業が従来得意としてきたデジ

タル技術において知識の標準化が進んでいるのとは異なり，経験の蓄積を必

要とするという（秦ほか［２００４��６０］）。

　第２に，中級機種以上の携帯電話端末には，インターネットブラウザ，カ

メラ，ゲーム，音楽プレイヤー等の新たな機能が次々と付加されており，こ

れらの機能はいずれも急速に高度化している。新機能の追加と複合化は，開

発作業の難易度を大きく引き上げている。とりわけ，ソフトウェアの開発人

員の数と熟練のレベルが，各社の開発力を左右する要因となっているという。

��



　第３に，携帯電話端末は，通信システムの一部を構成するネットワーク財

であり，その開発にあたっては長期にわたる通信試験とデバッグ作業の繰り

返しが必要である。端末メーカーには，多様な地域，通信環境，オペレータ

からの要求に応じて，迅速に問題に対処できる能力が求められるのである。

たとえば，華宇電脳が出資する華冠通訊は，１９９９年の設立からまもなくプロ

トタイプを開発し，���（����������	��
��	�）試験を通過したが，その後，各

国の通信システムや天候等の通信環境の差異の克服に１年半を要し，��と携

帯電話端末の製品特性の違いを痛感させられたという。その間，同社が量産

開始を見込んで購入した多額の部品は倉庫にとどめ置かざるをえなかった

（鄭［２００４��１０４］）。

　第４に，ノート��にも共通する点であるが，端末開発にあたっては，体積，

重量，堅牢性に対する厳しい要求をクリアしなければならない。また，外観

のファッション性に対する要求も��関連製品に比べて厳しい。

　以上から，携帯電話端末の開発に際しては，��産業で蓄積した技術やノウ

ハウとは異なる多様な資源の保有が必要となり，台湾企業にとってそのハー

ドルは高いものであったことがわかる。出荷後に問題がみつかったり，問題

解決に手間取って出荷の時期が遅れたりして，台湾企業が顧客に賠償金を支

払うことも少なくなかったという（林佑宇［２００２��５２］）。モニター，スキャナー，

光学ドライブ等の��周辺機器の製造からいちはやく端末開発に参入した明

基電通の総経理・李焜耀（現・董事長［代表取締役］）は，従来の��製造が

「他の人がつくった���やソフトウェア，ディスプレイ，ハードディスクな

どを組み立てればよく」「積み木遊びのようなもの」であるのに対して，端末

製造はこれとは異なり「多数の人員を投入して多数のソフトウェアを書かね

ばならず，異なる環境に合わせて製品を仕上げなければならない」と指摘し

ている（李［２０００��８３］）。このように，��産業と携帯電話端末産業のあいだの

ギャップは大きなものであった。
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　３．��産業からの資源の継承

　以上でみたように，携帯電話端末産業への参入は，各社にとって多大な困

難をともなうものであった。にもかかわらず台湾企業は，同産業に本格的に

参入してから５年足らずの間に，モトローラ，ソニー・エリクソンをはじめ

とする国際ブランド企業の生産委託先として頭角を現し，世界の携帯電話端

末産業のなかで重要なポジションを占めるにいたった。以下では，これを可

能にした企業レベルでの資源の獲得・形成のメカニズムについて考えていき

たい。

　最初に指摘すべき点は，主要な端末メーカーがこれに先立つ��機器生産の

経験を通じて培ったさまざまな資源を端末生産に活用しえたことである。各

種資料や企業へのインタビューからは，主要企業が端末生産への参入に際し

て，以下のような既存ノウハウの活用を行ったことがうかがわれる。

　第１に，��産業で培った設計能力――とりわけ小型化設計能力と，設計か

ら量産までの工程管理・組織化ノウハウの活用である。表１中，それぞれ華

寶通訊，華冠通訊，英華達（����������		
�����
）の親会社である仁寶電脳，

華宇電脳，英業達は，いずれも世界的なブランド企業を取引先とするノート

��受託生産の大手企業である。これらのノート��メーカーは，デル，コン

パック，��等のブランド企業が課すコスト低減，納期短縮，品質面での厳し

い要求に応えつつ，さらなる受注拡大をめざして設計・生産能力の向上を競

い合うなかから成長を果たした企業である（川上［２００５］）。これらのメーカー

では，顧客から提示された商品企画に基づいて迅速に詳細設計を行うととも

に，設計の後半段階から，量産を担当する生産エンジニアが参与し，製造の

容易性・コスト性の観点を製品設計に組み込む体制を築いている（２００４～２００５

年にかけて行ったノート��メーカーへのインタビュー）。またこれらの企業は，

年産数百万～１０００万台以上の規模の量産を行う管理力や，機動的なロジス

ティクス体制を有している。このような優れた組織能力は，端末製造の立ち

��



上げにあたって，これらの企業の最大のよりどころとなった。仁寶電脳工業

の総経理と華寶通訊の董事長を兼任する陳瑞聰は，華寶通訊について「技術

と管理モデルが確立できれば，量産をするのはとても簡単だ。量産は，私た

ち仁寶（電脳）が最も経験のあるところだ」と発言している（黄惠娟・林亞偉

採訪［２００３��４３］）。また英業達は，同社の中国のノート��工場の管理にあたっ

た経験を有する李家恩を英華達の総経理にあてているほか，多数のベテラン

幹部を英華達に送っている（呉［２００４���１０２］）。これらの企業が，社内人材の

活用を通じて，��産業で蓄えた経験・ノウハウ等の資源を端末製造に転用し

ている様子がうかがえる。

　第２に，ノート��と携帯電話端末の部品サプライヤーは重なる部分がある

ため，共同部品調達を行って調達コストを引き下げたり（陳ほか［２００４��５�１３］），

��製造を通じて獲得した部品サプライヤーに関する知識やサプライヤーに

対する交渉力を端末生産に活用したりすることが可能である。たとえば華寶

通訊は，成立初期には，親会社の仁寶電脳に部品調達を代行してもらうこと

で，調達コストの引き下げとキーパーツの確実な入手を行っていた（沈［２００１��

６３］）。各社はまた，ノート��の生産規模の拡大とともに，効率的なサプライ

ヤー管理のシステムを築いてきた。部品供給体制のモジュール化と呼ばれる

動きなどがその一例であるが，このような取り組みによって高められた部品

調達システムの効率性は，端末製造への参入に際しても活用することができ

たと考えられる。

　個別企業のなかに蓄積された以上のような知識・ノウハウのほかに，１９８０

年代以来の多様な電子製品製造業の成長も，ケース，キーパッド，コネクタ，フ

レキシブルプリント基板，精密金型等の端末製造に必要な部品生産の裾野を

押し広げる役割を果たし，端末産業の急速な成長を下支えした（１７）。

　４．人材の企業間移動を通じた技術・知識の拡散

　ある企業が保有する価値ある希少な資源を他社が模倣したり市場から調達
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したりすることに困難がともなうとき，また資源の企業間移動にコストがと

もなうとき，その資源を保有するがゆえに企業が実現する競争優位は持続的

なものとなる（���������	
���

�［１９８９］��������［１９８６］［１９９１］���������［１９９３］）（１８）。

携帯電話端末産業のような新興の技術集約的なセクターでは，価値ある希少

な資源のなかでも，人に体化した技術や知識・ノウハウの戦略的重要性が高

い。

　台湾携帯電話端末産業の成長ダイナミズムの重要な背景のひとつとして，

エンジニアの活発な企業間移動が，技術の拡散を加速する役割を果たしてき

たことが指摘できる。人材が企業の境界を越えて頻繁に移動した結果，先発

企業からの技術やノウハウ等の資源の移動やその模倣が生じ，後発企業が急

速な成長を遂げることが可能となった。なかでも，台湾の通信技術研究を牽

引してきた工業技術研究院や国防部中山科学研究院，１９９６年に交通部電信総

局から通信事業を引き継ぎ国営企業として成立した中華電信（２００５年に民営

化），台湾端末産業のパイオニアである明基電通等で育った人材は，新設の端

末メーカーの開発部門に引き抜かれ，新興企業の急速な立ち上がりの過程で

活躍した（黄金瑞［２００１��３４�３５］）。他社からの人材の引き抜きに際しては通常，

給与の大幅な引き上げ，株式の付与等，多額の金銭的なインセンティブがと

もなう（「同行高薪�角，明碁人材不中留」［『工商時報』２００１年３月７日］）。台湾

では，人材をめぐって企業が条件提示競争を繰り広げる「戦略要素市場」

（������［１９８６］）が成立し，人材の囲い込みによって先発企業が持続的な優

位性を確保することは困難となった。

　とくに，台湾で最も早い時期から端末開発に注力してきた明基電通は優れ

た人材の供給源となり，企業参入が活発化した２００１年頃には��やソフトウェ

ア関係のエンジニアの引き抜きにあった（「同行高薪�角，明碁人材不中留」『工

商時報』２００１年３月７日）。

　明基電通の端末部門の幹部であった池育陽は，世界的な交換機メーカーを

含む多数の企業を渡り歩いた経験をもち，明基電通の端末事業の急成長の

きっかけとなったモトローラからの受注獲得に大きく寄与した功労者であっ
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たが，２００１年に腹心の部下や開発人員を引き連れて，奇美グループの出資す

る奇美通訊の創業に加わった。近年，端末用チップセットの開発で快進撃を

続けている��設計企業・聯發科技の端末プラットフォーム開発チームにも，

明基電通で池育陽の薫陶を受けた者が少なくないという（「華宇蘇元良　奇美

通訊池育陽轉戰各山頭　點滴在心頭」［『工商時報』２００５年５月２５日］）。また，明

基電通の端末開発チームの主要メンバーの１人であった楊青山も，明基電通

の仲間とともにスピンオフして華寶通訊の前身・華山通訊の創業に加わった。

楊は，華山通訊の設立後まもなく，他の社員との意見対立から同社を去り，

数年を経て達智科技の創業に加わった。その華山通訊は，仁寶電脳が出資し

て華寶通訊に改組し，致福の開発チーム等も受け入れて今日にいたっている。

　以上で挙げた事例からもうかがわれるように，台湾の端末産業では，エン

ジニアがしばしばチーム単位で企業間を移動する。たとえば，廣達電脳は

２０００年に工業技術研究院からあるマネージャーをリーダーとする端末開発

チームのメンバー２０数名を引き抜いたが（「手機界人才荒，人員流動再起」［『工

商時報』２００１年１月４日］，「自電通所高薪�角，廣達１０餘手機研發人員離職」［同

２００１年１１月２４日］），その後このチームは鴻海精密グループに移った（「工研院

一頁人材史　研發團隊整批賣　境遇大不同」［『工商時報』２００５年７月２８日］）。また

携帯電話端末設計企業の達智科技の開発チームの主力は，廣達出身チームと

致福（現・光寶科技）出身チームから構成されている（《第四波大軍上場》「手

機製造新兵　初試啼聲　研傳通訊推出��手機，達智單月出荷量近十萬支，兆碩可

望推出掛華碩品牌手機」［『工商時報』２００４年１２月７日］）。

　台湾携帯電話端末産業でこのようなチーム単位での企業間移動が生じた背

景として，技術・知識が標準化されている��産業に比べて，端末開発ではベー

スバンドチップの製造元ごとにある程度固有の技術・技能が形成される傾向

にあること，また，長期にわたり不確実性に満ちた開発過程を担うエンジニ

アたちが，特定のリーダーのもとに強い凝集力をもって力を発揮する傾向に

あることが指摘できる。受け入れ側の企業にとってみれば，チーム単位での

引き抜きは，開発体制の迅速な立ち上がりを可能にするのみならず，エンジ
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ニアの関係性のなかに埋め込まれている信頼や，コード化の困難な知識・ノ

ウハウを移植することが可能な点で，メリットの大きいものであったと考え

られる。チーム単位でのエンジニアの企業間移動は，後発企業の資源獲得の

重要な足がかりとなり，２０００年以降のわずか数年のあいだに多数の端末メー

カーが次々と生産を立ち上げることが可能となった重要な背景のひとつと

なった。

　５．受託生産を通じた資源の獲得・形成

　受託生産取引への深い依存を通じた企業・産業の成長は，台湾の携帯電話

端末産業が��産業から受け継いだ重要な特徴である。とくに本章が注目す

るのは，受託生産取引が，単に販路を提供するのみならず，企業の資源の獲得・

形成を可能にする重要な学習機会となり，また技術形成へのインセンティブ

を受託生産者に与えてきたと考えられる点である。以下では，台湾携帯電話

端末メーカーの初期の重要な顧客となった中国企業と，近年，台湾企業の受

託生産元としての位置づけを高めている欧米企業のそれぞれについて，受託

生産取引が台湾端末メーカーの成長に果たした役割を検討する。

　�　「生産を通じた学習」の足がかり――中国企業との取引の役割

　まず，台湾の端末メーカーが生産を立ち上げる過程で重要な顧客となった

中国企業との取引について考察しよう。前節でみたように，２００３年頃には，

中国企業は台湾の端末出荷量の４分の１を占める重要な取引先であった（表

２（２））。この中国企業との取引は，「生産を通じた学習（���������	
�������）」

（中岡［１９９０��１５］）の機会の提供を通じて台湾企業の技術形成と資源の蓄積を促

進したと考えられる。

　上位の国際ブランド企業とも，中国の二番手・三番手ブランド企業とも取

引関係のある�社は「（世界的なブランド企業とは異なり）中国の中小ブランドは，

製品試験にうるさくなく，当方が開発した商品をほぼそのまま受け入れてく

��



れる点で『いい顧客』だ」という（２００５年１１月のインタビュー）。この「いい顧

客」の存在は，台湾企業が初期の製品開発・量産の基礎を固めるうえで重要

な学習機会を提供した。

　典型的な事例として華寶通訊のケースをみよう（林亞偉［２００３��４８］）。１９９９年

に成立した同社は，当初，先発企業である明基電通等に比べて量産能力に劣っ

ていたことから，製品開発に力を入れ，中国企業向けの受託生産事業にター

ゲットを定めた。２０００年に同社は，康佳（深�康佳通信科技［������������	
�

����������	�
�	���
����������］）向けに「小雪」という薄型のヒットモデル

を開発し，８０万台を出荷した。この「小雪」は，２００１年の華寶の出荷量の８０％

を占め，同社の名声を高めた。続いて華寶通訊は，超薄型で録音機能付きの

直立型端末「ペンフォン」のアイディアを抱きつつ，技術上の困難から商品

開発が果たせずにいたハイアール（海爾集団公司［�����］）のためにその開発

を行い，１０万台を���納入した。この取引は，華寶通訊に３０％の粗利をもた

らしたという（林亞偉［２００３��４８］）。また明基電通も，１９９９年には出荷量の多

くが中国のメーカー向けの半製品であった。

　このように，少なからぬ台湾の端末メーカーは，中国企業を重要な顧客と

して，初期の成長を遂げた。この背景には，台湾企業が操業を開始した時期

に折良く中国の端末市場が急拡大したこと，そしてこの市場が規模の大きさ，

旺盛な需要を背景とする収益性の高さ，品質面での要求水準の相対的な低さ

といった点で，創業から間もない台湾企業に適切な学習機会を提供する場と

なったことが指摘できる。だが，２００３年をピークとして中国企業からの受託

生産取引の重要性は低下に向かった。

　�　技術形成の誘発効果――欧米企業との取引の役割

　表２（２）からみてとれるように，２００４年以降，顧客としての中国企業の位

置づけは低下しており，代わって，米・欧企業やその他の企業との取引のシェ

アが上昇している。前述の華寶通訊は，２００３年頃から販売先の転換を開始し

た。すなわち，２００２年の時点で同社の出荷量の９割を占めた中国企業向けの
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比率を引き下げ，代わって出荷量の９割を先進国ブランド向けとするべく，

国際ブランド企業からの受注に努力を傾注する方針を打ち出したのである。

同社董事長の陳瑞聡はこの方向転換の理由のひとつに，「国際ブランドとの取

引により技術の向上がはかれること」を挙げている（１９）（黄惠娟・林亞偉採訪

［２００３��４３�４４］）。

　大手の国際ブランド企業との取引は，中国企業との取引とは異なるかたち

で台湾企業の資源の獲得・形成を促進してきた（２０）。モトローラ，ソニー・エ

リクソン，���等は，移動通信産業の技術発展を主導してきた企業であり，

優れた技術力・商品開発力と豊富な量産経験，高いブランド力を有する。こ

れらのブランド企業は，生産委託にあたって台湾側に厳しい品質要求を課す

ことで，台湾企業の開発・量産能力の向上に向けた取り組みを誘発してきた。

一例として，華冠通訊の事例をみてみよう。１９９９年に成立した同社は，翌年，

ソニー・エリクソンへの���供給契約を結んだ。最初の機種の開発にあたっ

ては，ソニー・エリクソン側から数え切れないほどの修正を求められたが，

この過程を通じて同社の技術レベルは向上し，���等からの受注にもつな

がったという（鄭［２００４��１０４］）。２００３年に華冠通訊は，ソニー・エリクソンの

�１００シリーズの大成功によって急成長を遂げたが，これは，それに先だつ同

社の試行錯誤のうえに花開いた成果であった（鄭［２００４��１０４］）。

　大手ブランド企業からの要求は，製品開発能力の向上に対しても向けられ

ている。たとえばモトローラは，年間開発機種数の増加，製品ライフサイク

ルの短期化といった近年の変化を背景として，委託生産先に対して���，

����，������等の各規格の端末の開発能力の保持を求めるようになって

いる。華冠通訊等はこれに応じて積極的に研究開発リソースの強化をはかっ

ているという（行動通訊中國大陸研究團體［２００５］）。また鴻海精密が，優れた

設計能力で知られる奇美通訊の株式を取得したのも，受注競争のなかで製品

開発力の向上が重要な意味をもつようになっているためである（行動通訊中國

大陸研究團體［２００５］）。

　受託生産という取引形態のもとでは，台湾企業の取引価格はブランド企業
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との交渉力に強く規定される。開発力の強化は，より多くの設計業務の受託

を可能にし，付加価値の増大とブランド企業に対する交渉力の引き上げをも

たらす。さらに，開発時間の短縮とコストダウンにつながり，台湾企業の収

益性を引き上げる効果をもつ。台湾企業が早い時期からベースバンドチップ

と��のインテグレーションに取り組んできたのも，これが外部からのソフト

ウェア購入に対する依存度を引き下げ，収益性の向上につながるからであっ

た（２００５年８月，工業技術研究院でのインタビュー）（２１）。また，華寶通訊の董事

長である陳瑞聡は，同社の収益率の高さの要因のひとつとして，台湾の競合

他社がテキサス・インスツルメンツ等の既製ソフトウェアを購入しているの

に対し，多数の優れたソフトウェア・エンジニアを擁する同社ではソフトウェ

アのソースコードの掌握を含む高い開発力を保有していることを挙げている

（黄惠娟・林亞偉採訪［２００３��４３］）。受託生産という事業モデル自体が，開発力・

技術力の向上へ向けた投資に対するインセンティブを内包しているともいえ

よう。

第３節　受託生産を通じた企業成長の限界と打破の試み

　前節の検討から，過去５年強の台湾携帯電話端末産業の急速な発展が（１）

��産業で培われた設計力，量産力，部品調達力等の既存資源の活用，（２）

人材の企業間移動を通じた資源のスピルオーバー，（３）受託生産を通じた資

源の形成，といった基盤のうえに実現されたことが明らかになった。

　なかでも本章が注目するのは，受託生産取引を通じた企業成長の可能性で

ある。受託生産取引への依存を通じた企業成長の構図は，台湾��機器製造業

に共通する成長のモデルであり，韓国や中国と比較した際の台湾の際立った

特徴でもある。しかし，産業の本格的な立ち上がりからわずか５年しかたた

ない現時点で評価することは困難であるものの，現在までの展開をみるかぎ

り，携帯電話端末産業における受託生産を通じた学習のメカニズムには，一
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定の限界があると考えられる。とりわけ，受注主体としての台湾企業の成長

を，発注者である米・欧・日企業への全面的な依存という一方の極からスター

トし，顧客との対等な相互依存的関係の構築というもう一方の極へと向かう

プロセスのなかに位置づけるとき（２２），台湾の携帯電話端末メーカーの現状に

は一定の限界がみてとれる。

　本節でははじめに，ノート��産業の事例と対比しつつ，携帯電話端末産業

における受託生産を通じた企業成長の限界を検討し，「受託生産の天井」をめ

ぐる考察を行う（第１項）。続いてこの「天井」にとらわれない企業成長を模

索する試みを検討する（第２，３項）。

　

　１．受託生産の天井――ノート��産業との比較

　アメリカ・日本企業を発注者とし台湾企業を受注者とするノート��の受託

生産取引では，取引量の拡大とともに，台湾企業が担う領域が段階的に拡大

した。台湾企業は，当初の単純な製造受託から出発して，まず設計を受託す

るようになり，ついでコンフィギュレーションや部分的な物流管理機能まで

を担うようになった（２３）。

　２００４年の主要ブランド企業のノート��の生産外注比率は，デル（２４），アップ

ル，ゲートウェイで１００％，��で９５％という高水準であったが（“�����������	
�

����������	���������
”�����������	
���
�
��������９������２００５��原 デ ー タ は�������

�����），その多くは台湾企業からの調達であったとみられる。１９９０年代半ば

以降，台湾企業によるノート��の出荷量が全世界の出荷量に占めるシェアは，

���比率の上昇と軌を一にして上昇し，２００５年には８３％に達した（�資訊工

業策進會市場情報中心［���］のデータ）。この傑出した達成は，台湾のノート

��受託生産企業が米・日企業の必要不可欠な設計・生産のパートナーとなり，

両者の関係が相互依存的なものへと変容することによってもたらされたので

ある。米・日企業と台湾企業のあいだには，前者が有するブランド力，市場

へのアクセスやエンドユーザーとの直接的なインタラクションの機会という

��



資源と，後者が有する設計力・量産管理力という資源の間に補完関係が成立

している。

　ノート��産業のこの達成と比較するとき，携帯電話端末産業における受託

生産を通じた企業成長には，いくつかの困難がみてとれる。第１に，グロー

バル・ブランド企業の委託先としての台湾企業の位置づけは，趨勢としては

上昇しているものの，現時点でみるかぎり決して高くはない。上位ブランド

企業の多くは，低価格機種を外注する一方，高付加価値型の製品については

自社で設計・生産を行っている（��������	���	���
���［２００５��５３�５４］）。���

発注に最も積極的な企業のひとつであるモトローラでも（����［２００５］），中

国天津市，シンガポール，ブラジル，マレーシア等に製造拠点を有し，２００５

年の同社の出荷台数に占める���企業・���企業への製造委託の比率は３

分の１程度であった（����������	
���“２００５����������	
��
”��５）。トップブラ

ンドであるノキア，サムスン電子（��������	
��
������）等の���発注の比

率が低いことも，端末産業における受託生産路線の可能性を制約している。

　第２に，携帯電話端末産業では，米・欧系の���企業が早い時期から受託

事業を行っており，これらのライバル企業との競合関係が激しい（２５）。とくに，

近年フレクストロニクス（��������	
��
�������	����）等の���企業が設計力の

強化に取り組んでおり，台湾受託生産企業との競合関係を強めている。

　第３に，台湾企業が国際ブランド企業から受託している機種の大部分は，

現段階でみるかぎり，低・中級機種である（林主編［２００５��５�７０～５�７１］）。優れ

た研究開発力で知られる華寶通訊は，前述のように，２００３年頃に開発力を活

かした中国企業との取引から国際ブランド企業との取引へと舵を切ったが，

それはすなわち低級機種への移行――ないし後退――を意味した。２００５年の

同社の出荷量３５００万台のうち，モトローラ向けのエントリー機種が１６００万台

を占めているという現実に，この点が如実に表れている（頼［２００５���６６�６７］）。

　このように，携帯電話端末の開発・生産の受託者としての台湾企業の位置

づけは，趨勢としては上昇しつつあるものの，現段階でみれば総じて周辺的

なものにとどまっている。むろん，開発・生産技術が著しく標準化している
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��産業と，現在でも急速な技術革新のただ中にある携帯電話端末産業では，

受託生産によって生じる後発企業の成長機会のあり方にはおのずから違いが

ある。また，１９８０年代半ば以降の��関連産業の発展基盤のうえに開花した

１９９０年代のノート��受託生産企業の成長と，台湾における無線通信技術の蓄

積の浅さ，端末製造の歴史の短さという条件からスタートし，いまだ産業の

歴史が短い携帯端末産業における企業成長を単純に比較することには無理が

あろう。しかしこの点を留保しつつもなお，携帯電話端末産業における受託

生産を通じた台湾企業の成長は，��産業に比べて限定的なものとなる可能性

が高いのではないかと考えられる。その最大の理由は，携帯電話端末の技術

的な性格に求められる。

　��産業では，「ウィンテリズム」（���������	�
�����［１９９７］，������［２０００］）

の成立によって製品のデファクトスタンダードが段階的に確立し，技術変化

の源泉が限定的なものとなっている。これに比べて，携帯電話端末の技術変

化の源泉は，より多元的で複雑である。通信ネットワークに組み込まれるこ

とではじめて機能する端末の場合，その技術変化の起点は何よりもまず通信

方式自体の制定・変更にあり，さらにベースバンドチップをはじめとするコ

アチップ，��をはじめとする種々のソフトウェア，端末に次々と付加される

音楽機能やインターネットブラウザ，カメラ機能等の多様な技術変化の発生

源に不断に対応することが，端末メーカーには求められる。

　このような端末の技術変化の複雑さ，変化の源泉の多元性は，後発である

台湾企業による受託生産を通じた学習・成長を制約しているものと考えられ

る。自ら移動通信設備・端末の技術を切り開いてきた欧米企業と新参の台湾

企業のあいだの技術力の格差は依然として大きく（黄惠娟・林亞偉採訪［２００３��

４４］），この追い上げは容易ではない。端末の製品ライフサイクルの短期化や

新機能の持続的な追加が，この傾向に拍車をかけている。このような環境の

なか，台湾企業はいまだ，国際ブランド企業の高級機種の開発および生産の

パートナーとしての役割を担う能力を形成するにはいたっておらず，周辺的

な役割を割り当てられるにとどまっている。携帯電話端末が技術的に成熟し，

��



その複雑性と技術変化の源泉の多様性といった特性に大きな変化が生じるま

では，携帯電話端末における受託生産を通じた技術形成と企業成長の可能性

には，おのずから限界があるのではないかと考えられる。

　このほかに，受託生産によって生じうるもうひとつの限界として，消費者

への直接的なアクセスの欠如と，ブランド構築を通じた付加価値の創出機会

の欠落という点が挙げられる。次項ではこの制約の打破をめざして自社ブラ

ンドの構築に取り組む明基電通の事例を検討する。

　２．明基電通の試み――グローバル・ブランドの構築をめざして

　明基電通は，１９８４年に宏碁電脳の子会社・明碁電脳として成立した（注３

参照）。同社は１９８９年にモニター，１９９４年に������ドライブ，１９９５年にス

キャナーの生産を開始し，台湾の代表的な��周辺機器メーカーへと成長した。

さらに１９９７年に台湾企業の先陣をきって���端末を開発し，発売を開始した。

　前述のように，台湾携帯電話端末産業のキーパーソンには明基電通出身者

が多いが，これは，同社が早い時期から端末開発に多くの資源を投入し，エ

ンジニアの養成に熱心に努めてきたことの現れである。２０００年の時点で同社

は，２００人以上のエンジニアから成る台湾最大の開発部門を擁していた。この

うち半数以上がソフトウェアのエンジニア，約４０人が��技術専門のエンジニ

アであった（明基電通提供［２０００��８５］）。同社はこの時期の台湾の携帯電話端末

開発をリードする存在であった。

　明基電通の初期の端末事業は，���受託を梃子として成長を遂げた。１９９９

年の時点では，中国企業向けの半製品の供給が生産の中心を占めたが（黄金

瑞［２０００��４８］），２０００年にモトローラから多額の���のオーダーを受注した

ことが，同社の端末事業の成長にはずみをつけた（２６）。これは，端末産業にお

ける受託生産を通じた企業成長のモデルに先鞭をつけることとなった（「手機

才子池育陽　開創第三春」［『工商時報』２００５年５月１４日］）。

　同時に明基電通は，「製品はブランド資産の支えがあってこそ長期的な利益
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と市場を確保できるのであり，ブランドは（中略）消費者の声に直接耳を傾

けることを可能にし，製品の発展に有利である」（明碁電通提供［２０００��８５］）

との認識のもと，早い時期から多様な製品分野でエイサーブランドの展開に

積極的に取り組み，国内市場への浸透に努めてきた。

　２００２年に明基電通は，重要な転機を迎えた。エイサーグループの一員とし

て出発した同社は，総経理である李焜耀の強いリーダーシップのもとで順調

な発展を遂げながら，次第に独自色を強めていたが，２０００年頃から親会社で

ある宏碁電脳が事業不振に陥り，グループの改革・再編に着手したことを契

機として，２００２年にさらなる独自路線へと大きく踏み出したのである。第１

に，明基電通はこの年，グループの一員として用いてきたエイサーブランド

の使用を停止し，新ブランド“����”を発表した（２７）。第２に，宏碁グルー

プを率いてきた施振榮に代わって李焜耀（２８）を董事長に選出した。施振榮は，

幾多の挫折を経ながらエイサーブランドの構築に挑戦してきたことで知られ

るが（施［１９９６］，周［１９９６］），李もまたブランド構築こそが台湾企業の持続

的な発展のための唯一の道であるという強い信念を有する。李焜耀は，「ブラ

ンドがなければ何者でもない。誰の目にも見えないのだから」「ブランドをも

たなければ，自らのデザイン力をどの程度発揮できようか」と発言している

（王文静・呉修辰採訪［２００４��９４��９６］）。明基電通は以後，李焜耀の主導のもと，

����ブランドでの製品展開を積極的に推進し，優れた製品デザイン力で評価

を高め，今日にいたっている（２９）。

　２００５年６月，明基電通は業績が低迷していたシーメンスの携帯電話端末部

門を買収する旨を発表し（３０），内外の注目を集めた。同年１０月には，明基電通・

シーメンスの合弁による携帯電話端末メーカー・��������	
�が正式に成立

した。２００５年の�����������	ブランド（３１）の世界シェアは，携帯電話端末全体

で６位（５％），���端末市場で５位（６％）となった（「明基電通２００５年公司

年報」）。またこれを契機として，明基電通は���生産の比率を引き下げ，自

社ブランド事業への資源の集中的な投入をはかった。

　この買収は，明基電通の強みであるコスト管理力（３２）や中国市場等でのブラ

��



ンドとしての一定の実績に，シーメンスが有する優れた開発力，通信技術関

連の重要なパテント，欧州でのブランド力を結びつける効果を有するものと

期待されていた（「雙贏？雙殺？賠銭貨嫁進門」［『經濟日報』２００５年６月８日］）。だ

が，この期待は現実のものにはならず，同社の試みは早々と挫折することと

なった。当面は端末事業の黒字転換のめどがたたないとして，明基電脳は

２００６年９月に，ドイツ子会社の経営を断念し，その法的整理の手続きを開始

する旨を発表したのである。

　明基電通は，開発技術・量産技術の両側面から台湾携帯電話端末産業を牽

引してきたリーディングカンパニーである。常に台湾の同業他社の数歩先を

歩んできた明基電通は，シーメンスの有するブランド力とチャネルを入手し

たことで，先進工業国の消費者への直接的な訴求の手段を獲得したかと思わ

れた。その試みは，欧州での端末事業に関するかぎり挫折を余儀なくされた

が，同社は今後も台湾本社による自社ブランドの端末事業の挑戦を続けてい

く。また，同社は２００７年に製造部門を分社化するなど，新たな再編策も発表

している。����ブランドのグローバル化に向けた同社の試みのこれからが

注目される（３３）。

　３．宏達國際電子の試み――高級ニッチ路線での成功

　最後に，「受託生産の天井」へと挑むもうひとつの事例として，宏達國際電

子の戦略と成長過程を紹介したい。同社は，マイクロソフトの携帯電話端末

用��陣営への一貫したコミットメントと集中的な研究開発投資を通じて優

れた競争力を築き，端末ブランド企業を飛び越して通信事業者とのあいだに

強固なパイプを構築することに成功した世界的なスマートフォン・メーカー

である。現在，マイクロソフトの携帯端末用��を搭載したスマートフォンの

世界出荷量の約７割が，宏達國際電子によって生産されたものであるという

（張［２００５��５７］）（３４）。

　１９９７年に成立した宏達國際電子は，創業の翌年に世界初の��������	
搭
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載型パームサイズ��を開発した。２０００年にはコンパック向けの���の受託

生産で成功をおさめ，���メーカーとしての名声を確立した。これと並行し

て同社は，スマートフォンの開発にも取り組み，２００２年には世界初のマイク

ロソフト社製���“��������	
２００２”搭載型の機種を開発して，オレンジ，

��������等の欧州系キャリアからの受注に成功した。この時期，これらの欧

米系通信事業者は第三世代移動通信（３�）事業のてこ入れ策として，情報処

理力に優れたスマートフォンの可能性に注目しはじめていた。宏達國際のラ

インナップは折良くそのニーズに符合していた（張［２００５��６０］）。２００４年には，

クアルコムとの共同研究の成果を活かした世界初の３�対応型スマートフォ

ンを開発したほか，世界最小のスマートフォンの量産も開始した。同社の現

在の取引先は，欧米の大手通信キャリアを含む５０社以上にのぼる。高単価製

品を事業の柱とする宏達国際電子の収益率は高く，２００４年の売上高粗利益率

は２２％であった。

　宏達國際の事業モデルの特質は，端末ブランド企業を飛び越えて，通信事

業者との直接的な受託生産関係を築いた点にある。同社は，ユーザーのニー

ズを正確に把握することが重要であるとの認識のもと，あえて通信事業者と

直接取引をするという道に挑戦した（張［２００５��５９］）。長期にわたる困難に満ち

た通信テストの過程で，世界的なキャリアと緊密な関係を結んだことが，後

発のスマートフォン・メーカーに対する宏達國際の優位性の源泉となったと

いう（張［２００５��５７］）。現在，同社は１０００人を越える開発部門を擁する。宏達

國際は，早い時期から特定の技術規格にコミットすることで，この戦略の内

包するリスクを負いつつ，欧米の通信事業者にとって，自社内では生み出す

ことができず，他の委託先でも完全に代替することの困難な優れた機能を提

供することに成功した。

　同社はさらに近年，自社ブランドの展開にも乗り出している。２００６年６月

には，台湾，中国で�����ブランドを展開しており，従来から宏達國際と緊

密な関係にある（３５）多普達國際の過半数の株式を取得する旨を発表した。同

社は，欧米の通信事業者向けの���供給を堅持しつつ，アジア市場で自社ブ
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ランドの経営に乗り出す意向である。多くの企業が挑んだものの，��産業で

は両立し得なかった両事業の兼営に同社が成功しうるかどうか，関心が集

まっている。

むすび

　本章では，２０００年以降の台湾携帯電話端末産業の急速な興隆過程を検討し

た。分析にあたっては，これに先立つ��産業との連続性と非連続性および受

託生産を通じた企業成長の可能性と限界に着目して，企業レベルでの資源の

獲得・形成の過程を考察した。

　台湾企業による携帯電話端末生産への参入には，さまざまな困難がとも

なった。１９９０年代末以降，チップメーカー等による端末プラットフォームの

開発・販売が一般化したことにより，端末開発の技術的な難易度は以前に比

べて低下したが，デジタル技術とアナログ技術の統合力やソフトウェアの統

合力を必要とし，長期間の試験を必要とする携帯電話端末の開発の過程は，

台湾企業にとって試練の連続であった。また，国内市場の大きさと保護主義

的な産業政策を拠りどころとして成長した中国企業（本書第３章参照），政策支

援を背景に国内市場での競争を通じた成長を輸出拡大へのステップとした韓

国企業（第１章）の事例とは異なり，台湾では通信政策の規制緩和の遅れか

ら，端末需要の本格的な立ち上がりは遅く，国内市場を足がかりとした発展

パターンをたどることは困難であった。

　このような困難にもかかわらず，２０００年代以降の台湾では携帯電話端末産

業が急速に興隆し，モトローラやソニー・エリクソン等の国際ブランドの委

託生産先として急成長を遂げる企業が出現した。本章ではこの産業成長を支

えた基盤として，企業レベルの資源の獲得・形成過程に注目し，以下の点を

指摘した。第１に，携帯電話端末製造企業のなかにはノート��の受託生産か

ら多角化参入した事例が少なくないが，これらの企業は，��産業で培った資
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源を端末産業に活用することで，初期の困難に対応した。第２に，企業間の

人材移動を通じて知識・ノウハウが業界全体に拡散し，後発企業の立ち上が

りを後押しした。技術やノウハウ，さらには互いの関係のなかに埋め込まれ

た信頼関係までを内包した技術者のチームの獲得をめぐって企業間競争が生

じたことにより，企業の垣根を越えた資源の移動と後発企業による学習が加

速した。第３に，受託生産の過程で，生産を通じた学習のメカニズムが働い

た。

　このうちとくに本章が注目したのは，受託生産を通じた企業成長のメカニ

ズムである。国内市場の狭小さに直面する台湾の��機器メーカーにとり，受

託生産路線の選択は成功の定石であった。この戦略は，携帯電話端末産業に

おいても，開発技術の形成と量産技術の向上を誘発し，短期間での生産の立

ち上げと企業成長を強く後押しした。また，初期には中国企業，つづいて欧

米ブランド企業と，異なるタイプの顧客とインタラクションの機会が生じた

ことが，台湾企業の漸進的な成長を可能にしたのではないかと考えられる。

　他方，現段階でみるかぎり，携帯電話端末の受託生産者としての台湾企業

の位置づけは，ブランド企業の自社内生産を補完する低・中級機種のバッ

ファー的供給者としてのポジションにとどまっており，���企業との競争も

激しい。新興市場の急拡大を追い風として，台湾企業向けの発注は着実に増

加しているが，受託生産者としての台湾端末メーカーが，��産業で実現した

ように，発注者とのあいだに互いに代替不可能なパートナーシップを築きう

るか否かという点については，懐疑的にならざるをえない。

　携帯電話端末産業の急速な興隆の過程には，台湾の��機器製造業の継起的

な発展のダイナミズムがみてとれる。また，受託生産が内包する発展の契機

を現実の企業成長に転換しうる台湾企業の能力もみてとれる。他方で，携帯

電話端末産業の国際分業のなかで，台湾企業が他のアクターに取って代わら

れることのない固有の重要な役割を担いうるか否かは，台湾企業の有する資

源の深みと厚みをはかる試金石でもある。コスト競争力と量産力に依拠して

受託生産を通じた企業成長をはかる華寶通訊，華冠通訊のような企業や，技
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術力を基礎に高収益型の受託生産事業モデルを築き，さらにブランド経営に

も挑戦する宏達國際電子のような企業，さらに，挫折したとはいえ，欧米企

業の端末事業の買収を通じて市場への直接的なアクセスの獲得を試みた明基

電通のような企業，これらの異なる戦略を採る企業の資源の蓄積と深化，さ

らにその企業間移動のダイナミズムが，台湾携帯電話端末産業の今後の展開

を規定することとなる。

［付記］　本稿執筆の基礎となった台湾の携帯電話端末メーカー，部品メーカーへの

ヒアリングは２００５年８～９月，および１１月に行った。ヒアリングの実施に際しては，

工業技術研究院産業經濟與資訊服務中心の協力を得た。

〔注〕―――――――――――――――

�　經濟部ホームページ（������������	
���

����）「經濟統計資訊網路査詢系

統」よりダウンロード・算出。

�　ただし，台湾企業によるノート��の出荷量（海外生産分も含む）の対世界シェ

アは，生産の対中シフトを契機としてさらに高まり，２００４年には７３％に達した

（２００５資訊工業年鑑編纂小組［２００５］，原データは（財）資訊工業策進會���）。

�　同社の成立時の会社名は「明碁電脳」であったが，２０００年に「明碁電通」，

２００２年に「明基電通」に改称した。以下，本章では混乱を避けるため２００２年以

前の同社についても原則として明基電通と表記する。

�　これに先立ち，１９９２年に移動通信の第一世代にあたる����方式の携帯電話

端末を開発した企業もあったが，技術力の制約から成功をおさめるにはいたら

ず，市場から退出した（雷［２０００��１５］）

�　２００６年第２四半期には，この２社の出荷量の合計が台湾の出荷量の６５％を占

めた（「手機廠　烏雲密布」［『經濟日報』２００６年７月１９日］）。

�　同社は香港で上場している。

�　人口１００人当たりの携帯電話サービス契約者数。

�　２００４年の時点でも，台湾の端末市場ではモトローラ（２１％）とノキア（２０％）

がシェア上位２社の座を占めている。地場首位の明基電通はこれに続く３位

であるが，６％を占めるに留まる（「明基電通２００４年年報」��３６）。

�　以下本章では，国際的なブランドを保有している企業を「（国際）ブランド

企業」と呼ぶ。

�　同社は２００２年にコンパックを合併した。
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�　プラットフォームの概念については，本書の用語説明，安本［２００５��２１］注

１９を参照。

�　たとえばモトローラは，２００２年頃に台湾企業との主な取引形態を���から

���に切り替えた（秦ほか［２００４��４９�５０］）。

�　中国での主な顧客企業は波導，康佳，ハイアール等であった（秦ほか［２００４��

５２］）。

�　資源ベース論のサーベイについては，高橋・新宅［２００２］，浅羽［２００４］

［２００６］等が有用である。

�　資源ベース論の問題点や限界については��������	�
��
��［２００１］等を参照。

�　携帯電話端末の開発に関する技術的な課題については安本［２０００］，伊藤

［２００５］第６章等を参照。

�　台湾の携帯電話端末部品工業については，許ほか［２００３］を参照。

�　「隔離メカニズム」（������［１９８４］）の行使もまた，資源の保有に起因する

競争優位を持続的なものにする。

�　陳董事長は，もうひとつの理由として，欧米系ブランド企業との取引は中国

企業との取引よりも収益性は低いものの，出荷量の変化等の予測可能性が高い

ことを挙げている。

�　受託生産取引の拡大とともに，台湾企業が担う機能は拡大してきた。たとえ

ば，大覇電子とモトローラの取引の場合，取引開始当初はモトローラが調達し

た部品を大覇電子が組み立てていたが，２０００年までには大覇電子が調達を行う

ようになった（黄金瑞［２０００��４９］）。

�　台湾では２００１年の時点で「多くの企業が外国企業のトータル・ソリューショ

ンを用いた単純な生産から，ソフトウェア，ハードウェア技術を確立するよう

になっており，徐々に��設計，部品選択能力を備えるようになってきている。

また，ソフトウェアの開発設計の面でも突破があり，���（����������	


���������――引用者注）が開発できるほか，���（����������		��
���
����
�


�

――同），�スマートフォンの��等のソフトウェアの開発能力も備えるように

なっている」（葉［２００１］）段階にまで達していたというが，このような開発能

力の向上への取り組みの背景の一端には，ここで指摘したような事情がある。

�　ジェレフィ＝ハンフリー＝スタージョンは，さまざまな産業で観察される国

際的な価値連鎖の編成パターンを分類し，５つの類型を提示するとともに，こ

の価値連鎖の類型の決定要因を分析した（������������	
［２００５］）。ここで注目

されるのが，価値連鎖の類型ごとに異なる，主導企業による組織化の度合いと，

売り手と買い手のあいだの力関係の非対称性である。台湾企業が受託生産企

業としての持続的な成長をはかるのであれば，その戦略的な目標は，ブランド

企業との取引から生じる結合利潤に対する自らの取り分の増加にあるだろう。

そのために台湾企業は，ブランド企業とのあいだの力関係を非対称的なものか

��



らより対称的なものへと変えていくことを試みるであろう。

�　今日の台湾ノート��製造企業は，製品設計から部品調達，製造，試験，一部

のアフターサービスまでの幅広い機能を担う「ターンキー・サプライヤー」

（��������［１９９７］［２００２］）となっている。

�　ただしデルは，ベアボーンを台湾企業から調達し，最終組立は基本的に自社

工場で行っている。

�　���と���の競合関係や棲み分け，両者の事業モデルの収斂の可能性につ

いては�������［２００４］，�������［２００４］等を参照。

�　同社の通信製品の生産額は，１９９９年から２０００年にかけて５倍近い成長を遂げ

た（明碁電通２０００年年報）。

�　あわせて英語社名も��������	��
����に改めた。またこれ以後，宏碁グルー

プ各社の明基電通に対する出資比率は低下した。

�　李はまた，明基電通が筆頭株主である世界有数の液晶パネルメーカー・友達

光電（��������	
��）の董事長としても知られる。

�　同社にはクレジットカード業界や通信事業者等，ユーザーとじかに接点をも

つ業界でブランドマーケッティング畑を歩んできた人材が多数集まり，ブラン

ド展開を担っているという（２００５年１１月のインタビュー）。

�　シーメンスは，赤字部門となっていた端末事業の売却にあたって，明基電通

への出資を含む約３億ドルを負担した。

�　商品のブランドについては以下のような取り決めとなった。シーメンスは

明基に対して，２００５年１０月から１８カ月間の�������ブランドの使用を，５年間の

�����������	ブランドの使用を認める。その後，ブランドは����に統一され

る（「西門子手機部門�１０月嫁入明基」［『經濟日報』２００５年６月８日］）。

�　李焜耀は，明基電通とシーメンスのコスト構成表を比較すると，後者のほう

が５～１０％のコスト高となっていると指摘している（「李焜耀��明基付出管理代

價」［『經濟日報』２００５年６月８日］）。

�　台湾で早い時期から自社ブランドを展開してきたもうひとつの代表的事例

に，�����ブランドの英華達がある。英華達は，英業達グループが電子辞典

の開発で培った開発資源とやや泥臭いマーケティング手法を拠り所として中

国・台湾市場に参入し（呉［２００４���１００］），一定の成功を収めてきたが，近年

は，国際ブランドからの受託生産にも力を入れている。英華達がローカル・ブ

ランドとしての中国語圏市場への浸透と受託生産を目下の戦略の二本柱と位

置づけている（頼［２００５���６８�６９］）ことと比較するとき，グローバル・ブラン

ドの構築に果敢に取り組んできた明基電通の姿勢は，台湾企業の重要な「例外」

として際だったものであった。この背景として，明基電通は台湾の他の端末

メーカーとは異なり，��周辺機器からデジタル家電までの広範な製品ライン

ナップを有しており，他の製品でのブランド認知の上昇効果までを視野にいれ
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てブランドのグローバル展開の推進を意図していることが指摘できよう。

�　工業技術研究院の調査によれば，２００４年末の時点でマイクロソフト社製��搭

載型のスマートフォン・���電話端末のブランド数５８（同一機種が複数ブラン

ドに採用されているケースを含む）のうち，３４種が宏達國際によって供給され

ていた（王英裕［２００４��７�１６～７�１７］）。

�　多普達國際は�����ブランドで���，スマートフォンを販売しているが，製

品の多くは宏達國際が製造している。関係者らは否定してきたが，多普達國際

と宏達國際のあいだには，後者の大株主である威盛（���）グループの王雪紅

董事長の個人名義出資を通じて資本上もつながりがあるといわれてきた（呉

［２００４���７９］）。
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中岡哲郎［１９９０］「技術形成の国際的比較のために」（中岡哲郎編『技術形成の国際

比較――工業化の社会的能力』筑摩書房）。

安本雅典［２０００］「携帯電話の製品開発」（藤本隆宏・安本雅典編『成功する製品開

発――産業間比較の視点』有斐閣）。
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――［２００５］「国際展開のための製品開発戦略――二極化する製品開発戦略――携

帯電話端末メーカーの対応」（『テクノロジーマネジメント』５月号，���１２�２１）。
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〈中国語文献〉（ピンイン順）

２００５資訊工業年鑑編纂小組［２００５］『２００５資訊工業年鑑』台北市��財團法人資訊工業

策進會資訊市場情報中心（���）。

陳静芝・蕭秀瓊・呂懿慧［２００４］『從兩岸三地科技網路之形成看台灣資訊�業發展

定位與策略――以手機，��産業爲例』新竹県竹東鎮��經濟部技術處（発行），

工業技術研究院�業經濟與資訊服務中心（出版）。

高鴻翔［２００２］「從大廠技術授權趨勢看台灣手機廠商發展」（『資訊工業透析』財團

法人資訊工業策進會資訊市場情報中心，２月号，���３３�３４）。

黄惠娟・林亞偉採訪（インタビュー），黄惠娟・林亞偉・施娟娟整理［２００３］「陳瑞

聰帯領華寶的高獲利秘訣」（『商業周刊』第８３４期，１１月１７日，���４３�４４）。

黄金瑞［２０００］「國内主要�業情勢　七，行動電話業」（『�業經濟』第２２９期，９月，

���４３�５２）。

――［２００１］「我國手機�業發展概況」（『�業經濟』第２３４期，２月，���１�３９）。

頼珍琳［２００５�］「華寶邁向世界第一���廠」（『數位時代雙週』１１月１日号，���６６�

６７）。

――［２００５�］「英華達靠品牌和代工大賺」（『數位時代雙週』１１月１日号，���６８�６９）。

雷章寶［２０００］「行動電話手機發展現況與展望」（『�業調�與技術季刊』�１３４期，７

月，���２�１６）。

李彦甫［２０００］「大哥大與���的恩怨情仇」（『通訊雑誌』第８３期，１２月，���７６�８３）。

林亞偉［２００３］「投資華寶３年　金仁寶大賺８倍」（『商業周刊』第８３４期，１１月１７日，

��



���４６�４８）。

林佑宇［２００２］「各路人馬搶進十億支手機市場」（『商業周刊』第７７８期，１０月２１日，���５０�

５２）。

林玉如主編［２００５］『２００５通訊工業年鑑』新竹縣竹東鎭��經濟部技術處（発行），工

業技術研究院�業經濟與資訊服務中心（出版）。

明碁電通提供［２０００］「明碁電通全力發展無線通信」（『通訊雑誌』第８３期，１２月，

���８４�８５）。

秦素霞・林育烽・高鴻翔・楊惠安・呉善同［２００４］『東亞個人手持行動装置産業發

展現況與趨勢分析』台北市��經濟部技術處（発行），財團法人資訊工業策進會

資訊市場情報中心（���）（出版）。

沈高毅［２００１］「不再只是看熱鬧的手機組裝�業」（『通訊雜誌』　第８４期，１月，���６０�

６３）。

施振榮著，林文玲　採訪整理（インタビューおよび整理）［１９９６］『再造宏碁』台北

市��天下文化出版。

王文静・呉修辰採訪（インタビュー），呉修辰整理［２００４］「自有品牌是台灣企業唯

一出路」（『商業周刊』第８６０期，５月１７日，���９１�９８）。

王英裕［２００４］『智慧型行動電話技術發展藍圖』新竹県竹東鎮��經濟部技術處（発行），

工業技術研究院�業經濟與資訊服務中心（出版）。

呉修辰［２００４�］「技術加行�英華達連媽祖都能賣！」（『商業周刊』第８６０期，５月１７

日，���１００�１０２）。

――［２００４�］「王雪紅隠身幕後　挑戰諾基亞的地盤」（『商業周刊』第８７７期，９月１３

日，���７９�８０）。

行動通訊中國大陸研究團體［２００５］「�������與��������	
�行動電話事業在中國大陸

之� 局 現 況」（��������	＆�����������	��
����	��
��������� 業 研 究 報 告

���������	���
��財團法人資訊工業策進會資訊市場情報中心（���），

������）。

許平育・林志勲・呂照斌・蔡幸甫・郭永棋・譚小金［２００３］『手機零組件�業現況

及其趨勢分析』新竹県竹東鎮��經濟部技術處（発行），工業技術研究院産業經

濟與資訊服務中心（出版）。

葉永泰［２００１］「行動電話�業發展現況」（『資訊工業透析―通訊與網路』財團法人

資訊工業策進會資訊市場情報中心，１月号，���１１�１６）。

張殿文［２００５］「世界第一旗艦宏達電子」（『數位時代雙週』１１月１日号，���５６�６０）。

鄭呈皇［２００４］「華冠通訊�了４年學費　換來營収成長第一名！」（『商業周刊』第

８６０期，５月１７日，��１０４）。

中華民國八十九年資訊工業年鑑編纂小組［２００１］『中華民國八十九年資訊工業年鑑』

台北市��財團法人資訊工業策進會。

周正賢［１９９６］『施振榮的電腦傳奇』台北市��聯經出版事業公司。
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